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○2010 年までに、神経工学・再生医学を適用した神経疾患の治療法の

知見を集積する。 

○2010 年までに地域における自殺率を減少させる介入方法及び自殺

未遂者の再発率を減少させる介入方法を開発する。 

○2015年までに、精神疾患、神経・筋疾患について、細胞治療、遺伝

子治療、創薬等を活用した治療法について研究を行い、臨床応用が検

討される段階まで到達する。 

成果目標      2015年頃までに、脳と心の病気の治療につながる知見や老化機構に関

する知見を得て、保育、教育、子育て支援、医療、介護への応用をは

かる。 

 

戦略重点科学技術の 

該当部分 

ライフサイエンス分野 臨床研究、橋渡し研究 

「研究開発内容」の

うち、本事業との整

合部分   

精神疾患等に対応した、疾患診断法、創薬や再生医療、個人の特性に

応じた医療等の新規医療技術の研究開発などについて、国民へ成果を

還元する臨床研究・臨床への橋渡し研究を強化する 

推進方策 

     

臨床研究者・臨床研究支援人材の確保と育成 、成果に関する国民理

解の促進等 

 

(2) イノベーション 25 との関係（該当部分） 

5 つの社会像    生涯健康な社会 

中長期的に取り組む

べき課題      

治療重点の医療から予防・健康増進を重視する保健医療体系への転換

研究開発ロードマッ

プにおける該当箇所 

 

（分野） 

 

戦略重点科学技術 2010 年頃までの研究目

標（第 3期科学技術基本

計画期間） 

2011 年以降の研究目

標（第 4期以降） 

ライフサイエンス分

野 

精神・神経疾患、感

覚器障害、認知症、

難病等の原因解明

と治療の研究開発 

・脳の重要な認知機能と

その臨界期、情動、意志

決定、コミュニケーショ  

ン社会の中での人間の振

る舞い、老化の基本原理

の解明 

・多様な難病の病態に関  

して情報収集し、適切

な治療法が選択出来る

ような基盤の確立 

・地域における自殺率を

減少させる介入方法及 

び自殺未遂者の再発率

を減少させる介入方法 

の開発 

 

・神経疾患、感覚器障

害等について、細胞治

療等による機能補完

技術の確立 

・脳の病や心の病の克

服をめざし、脳の認知

機能や発達機構、情動

の発達機能の解明 
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ライフサイエンス分

野 

脳や免疫系などの

高次複雑制御機構

の解明、こころの発

達と意識伝達機構

並びにそれらの障

害の解明 

・脳の重要な認知機能と

その臨界期、情動、意思

決定、コミュニケーショ

ン、社会の中での人間の

振る舞い、老化の基本原

理の解明 

・情動や社会性の健全な

発達機能の解明 

・脳や心の病の克服を

目指し、脳の認知機能

や発達機構、情動の発

達機能の解明 

・精神・神経疾患の治

療法について研究を

行い、臨床応用が検討

される段階まで到達 

 

(3) 新健康フロンティア戦略との関係（該当部分） 

部 第 1部 

項目 こころの健康づくり 

子どもを守り育てる健康対策 

対策 うつ対策の一層の推進 

発達障害児等を支援する体制の構築 

 

(4) 事業の内容（新規・一部新規・継続） 

高い水準で推移する自殺問題をはじめ、統合失調症や、患者数が急増しているうつ病、社

会的関心の高い外傷後ストレス障害、ひきこもり等の思春期精神保健の問題、また自閉症や

アスペルガー症候群等の広汎性発達障害等のこころの健康に関わる問題と、筋萎縮性側索硬

化症、パーキンソン病等の神経・筋疾患に対して、疫学的調査によるデータの蓄積と解析を

行い、心理・社会学的方法、分子生物学的手法、画像診断技術等を活用し、病因・病態の解

明、効果的な予防、診断、治療法等の研究・開発を推進する。このうち、うつ病については、

地域における自殺率の減少および救急部門における自殺再発率の減少を目標に、戦略研究を

実施している。 

 

(5) 平成20年度における主たる変更点 

20 年度は、研究が進展した神経筋疾患にかかる臨床研究や、新健康フロンティア戦略で重

点課題となっているうつ対策の一層の進展にかかる研究開発の強化充実を図ることとしてい

る。 

 

(6) 他府省及び厚生労働省内での関連事業との役割分担 

障害保健福祉総合研究事業との関係については、こころの健康科学研究事業は精神・神経

医学に関する事項を担当し、障害保健福祉総合研究事業は障害者福祉サービスに関する事項

を担当している。 

 

(7) 予算額（単位：百万円） 

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20（概算要求） 

1，624 2，037 2，056 1，953 未定 

 

(8) 18 年度に終了した本研究事業で得られた成果 

平成 18 年度においては、 

（精神分野） 
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・こころの健康についての疫学調査に関する研究 

WHO 調査の一環として、わが国の地域住民におけるうつ病等の頻度、相互関係、相談・受診

状況等が明らかになった。 

・パニック障害の治療法の最適化と治療ガイドラインの策定 

パニック障害の治療の実態把握により現状の問題点が明確化され、それに基づいたガイド

ラインが作成された。 

・双生児法による精神疾患の病態解明 

成因として遺伝要素が関与するとされる精神疾患について、遺伝学的検討を行うことによ

り、他の疾患と比較して立ち後れている精神疾患の原因解明の進歩に繋がった。 

・発達障害にかかわる実態把握と効果的な発達支援手法の開発に関する研究 

脳画像評価により、発達障害の病態解明と客観的な診断方法を得るための基礎的データが

得られた。 

・犯罪被害者の精神健康の状況とその回復に関する研究 

犯罪被害者基本法に基づいた犯罪被害者の精神健康の実態把握に関する研究であり、今後

の政策を検討するための基礎データが得られた。 

・重症ストレス障害の精神的影響ならびに急性期の治療介入に関する追跡研究 

PTSD の予後等のデータが得られ、災害時等におけるこころのケアの必要性が明確化された。

・精神療法の実施方法と有効性に関する研究 

これまで日本においてはエビデンスに乏しかった精神療法の有効性についての客観的デー

タが得られ、それを普及するためのガイドラインが作成された。 

・自殺対策のための戦略研究 

地域における自殺率が 20％減少する介入方法と、うつによる自殺未遂者の再発率が 30％減

少する介入方法の研究を行い、自殺対策に向けた政策の具体的手法を提案した。 

 

（神経分野） 

・HTLV-1 プロテアーゼ阻害剤による HAM 治療法の開発ならびに HAM 発症予防に関する研究 

アスパラギン酸化合物より HTLV-1 特異的プロテアーゼ阻害剤のスクリーニングを行い、更

に構造の分子モデリングを通じて分子の一部の構造変換を行い、強い酵素阻害活性を持つ

物質を得た。また、HTLV-1 蛋白が産生されたときのみルシフェラーゼを産生する細胞培養

システムを樹立し、ウイルス感染価定量法を開発した。HAM 疾患モデルとして HAM 発症感受

性ラットを樹立し、発症機序の解析を行った。 

・デュシェンヌ型筋ジストロフィーのアンチセンス治療法の開発 

デュシェンヌ型筋ジストロフィーの治療として、ジストロフィン遺伝子のエクソン 20 を欠

失したDMD患者にエクソン19のスキッピングを誘導するアンチセンスオリゴヌクレオチド

を点滴静注する治療を行い、エクソン 19 のスキッピングを有効に誘導すると共に、ジスト

ロフィンの発現を確認した。 

・プリオン病の画期的治療法に関する臨床研究と基礎研究 

プリオン病の日本初の画期的治療法であるペントサンポリサルフェート脳室内持続投与療

法（PPS 療法）をプリオン病患者に実施し、安全に治療を施行したが、治療効果については

さらなる検討が必要である。プリオン感染干渉現象を培養細胞で再現し、治療法に結びつ

く可能性のある成果を得た。 

・骨髄間質細胞からの神経並びに筋細胞の選択的誘導とパーキンソン病・筋ジストロフィー

への自家移植治療法の開発 

骨髄間質細胞からに vHL 遺伝子を一定の処理後導入すると神経細胞へ特異的に分化誘導でき
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ることを示した。また、サイトカイン刺激及び Notch 遺伝子の導入により筋芽細胞、筋衛星

細胞、筋管細胞が誘導されることが分かった。 

 
2．評価結果  

(1) 研究事業の必要性 

わが国の精神疾患患者数は 300 万人を超え、また年間の自殺死亡者は約 3 万人で推移して

いる。また、思春期のひきこもり、問題行動など、心の問題と関連する社会問題もクローズ

アップされている。このように、「精神疾患」は、統合失調症等はもちろんのこと、うつ病、

神経症、ストレス性障害、発達障害等、非常に広範かつ深刻な問題にまで及んでいる。これ

らの問題の特性として、多角的、重層的な視野での取組みが不可欠となってきている。これ

らのことから、「精神疾患」に対する予防、診断、治療法の開発や疫学調査などについて、行

政において戦略的、主体的に進めることが必要である。 

また、筋萎縮性側索硬化症、パーキンソン病、免疫性神経疾患等の神経・筋疾患について

は、心理・社会学的方法、分子生物学的手法、画像診断技術等を活用し、病因・病態の解明、

効果的な予防、診断、治療法等の研究・開発を推進する必要がある。 

 

(2) 研究事業の効率性（費用対効果にも言及すること） 

行政的なニーズの把握に加え、学術的な観点からの意見を踏まえて本省の企画立案に基づ

き、真に研究実施が必要な課題について研究課題の公募を行い、既に実施している課題と重

なりのないよう研究実施に努めている。また、事前評価委員会及び中間・事後評価委員会に

おいて専門的な評価を行い、成果が期待される課題の採択を行い、研究途中であっても成果

が期待できない課題については必要な指導助言を行い、さらに必要と判断された場合は中止

することとしている。究費の配分については、研究内容に基づき必要額を査定して配分して

いる。 

 このように、真に必要な課題を実施し、研究費額についても必要な額とし、研究成果の着

実な達成を確保するよう努めており、効率的な事業運営が図られているところである。 

 

(3) 研究事業の有効性 

行政的なニーズの把握に加え、学術的な観点からの意見を踏まえて本省の企画立案に基づ

き、真に研究実施が必要な課題について研究課題の公募を行い、既に実施している課題と重

なりのないよう研究実施に努めている。また、事前評価委員会及び中間・事後評価委員会に

おいて専門的な評価を行い、成果が期待される課題の採択を行っている。研究途中であって

も成果が期待できない課題については必要な指導助言を行い、さらに必要と判断された場合

は中止することとしている。研究費の配分については、研究内容に基づき必要額を査定して

配分している。 

 このように、真に必要な課題を実施し、研究費額についても必要最少額とし、研究成果の

着実な達成を確保するよう努めており、効率的な事業運営が図られているところである。 

 

(4) 研究事業の計画性 

行政的なニーズの把握に加え、学術的な観点からの意見を踏まえて本省の企画立案に基づ

き、真に研究実施が必要な課題について研究課題の公募を行っている。また採択課題の決定

にあたっては、行政的観点からの評価に加え、各分野の専門家による最新の研究動向を踏ま

えた評価結果（書面審査およびヒアリング）に基づき決定している。これにより、ニーズに

応える研究成果を計画的かつ着実に生み出している。さらに、中間・事後評価（書面審査お
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よびヒアリング）の実施により、研究の進達度について管理し、必要に応じて助言指導を行

っている。これらにより研究事業の計画的な実施が図られている。 

 

(5) 分野別推進戦略の研究開発目標、成果目標の達成状況（18 年度からの継続課題について） 

精神分野については、健康問題のみならず、社会問題としても大きな位置を占める精神疾患

について、効果的な取組を行うための基礎となる成果が得られており、国民の健康の向上に寄

与するものである。また、自殺に関する戦略研究については、介入試験を開始・継続している

等、着実な進展を見ている。 

神経分野については、筋ジストロフィーを対象とした臨床試験を開始するなど、治療の極め

て困難な神経・筋疾患に関する診断・治療法の開発につながる具体的な成果をあげている。 

 

(6)その他：特になし 

 

3．総合評価 

精神疾患、神経疾患は、患者数が多く、また心身の深刻な障害の原因となりうることから、

国民の健康問題として重要なものとなっている。本研究事業は、これらの疾患について、病

因・病態の解明、画期的な予防・診断・治療法等の研究開発等を行うものとして、平成 14 年

度から既存研究事業の発展的な再編のうえ発足したものである。 

 精神疾患の研究については、一般の身体疾患に比べて、疫学調査等の心理・社会学的手法、

分子生物学的手法および画像診断技術等の最先端バイオ・メディカル技術等の活用が十分で

ない面があり、これらの研究開発を進める必要がある。また、研究結果が臨床の向上をもた

らすことが期待できるような現場に近い内容での臨床研究を進める必要がある。うつ病に着

目した自殺対策のための戦略研究はわが国におけるこの分野の取組として重要であり、引き

続き着実な実施が必要である他、臨床疫学研究の一層の推進を図るべきである。 

これまでの研究成果は、学術的な成果として発表され、本分野の研究の進展に寄与してい

るのはもちろんのこと、随時、行政施策に反映され、こころの健康問題や精神疾患、神経・

筋疾患対策の充実に貢献してきている。 

神経疾患の研究については、世界をリードする内容となっており、特に筋ジストロフィー

の研究については臨床試験を開始しており、医療への貢献のため、一層の進展が必要である。

 こころの健康科学研究は広い範囲を対象とするものであるから、優先度の高い課題を適切

に選定して効率的に推進することが重要であり、現在でも、行政的なニーズに学術的な観点

を加えて企画運営委員会において公募課題を決定し、応募された課題について事前評価と採

択、実施した課題について中間・事後評価等を実施しているが、これらの評価システムをよ

り有効に運営し、有効で効率的な体制とすることが必要である。 

なお、発達障害に関する研究については、厚生労働省内関係部局のみならず、文部科学省

等の研究事業との連携も重要であることに、十分留意すべきである。       
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＜Ⅳ．健康安全確保総合研究分野＞ 

 
健康安全確保総合研究分野は、「地域医療基盤開発推進研究」、「労働安全衛生総合研究」、

「食品医薬品等リスク分析研究」及び「健康安全・危機管理対策総合研究」の各事業から構成

されている。 

なお、「食品医薬品等リスク分析研究」は、食品の安心・安全確保推進研究、医薬品・医療

機器等レギュラトリーサイエンス総合研究、化学物質リスク研究の3領域からなる。 

 

(11)地域医療基盤開発推進研究 
 

分野名   健康安全確保総合研究分野 

事業名       地域医療基盤開発推進研究事業 

主管部局（課室）   医政局総務課 

運営体制      医政局内、総務課、指導課、医事課、看護課、歯科保健課、研究開

発振興課と調整しつつ事業実施 

 

関連する「第 3期科学技術基本計画」における理念と政策目標（大目標、中目標） 

理念   健康と安全を守る 

大目標  安全が誇りとなる国－世界一安全な国・日本を実現 

中目標  暮らしの安全確保 

 

1．事業の概要 

(1) 第 3 期科学技術基本計画・分野別推進戦略との関係 

重要な研究開発課題 「よりよく生きる」領域に貢献する研究開発課題 

医療の安全の推進、医療の質の向上と信頼の確保に関する研究開発

研究開発目標    2010年までに、医療安全に関する管理体制の充実に資する、医療の

質の評価体系について案を示す。 

2010年までにヒューマンエラーなどが発生しやすい部門や手技に対

して、ヒューマンセンタードデザインの視点で開発されたＩＴ機器

の導入による影響を把握する。 

成果目標      2015年頃までに、医療の安全、質及び信頼の確保等を通じた、より

質の高い効率的な医療サービスを提供する。 

2015年頃までに、ヒューマンエラー等が発生しやすい部門や手技に

対する、ヒューマンセンタードデザインの視点で開発されたＩＴ機

器の導入により、事故の未然防止を図る。 

 

戦略重点科学技術の 

該当部分 

臨床研究・臨床への橋渡し研究 

「研究開発内容」のう

ち、本事業との整合部

分   

早期に実用化を狙うことができる研究成果、革新的診断・治療法や、

諸外国で一般的に使用することができるが我が国では未承認の医薬

品等の使用につながる橋渡し研究・臨床研究・治験 

推進方策 

     

（2）③研究推進や承認審査のための環境整備 

（3）安全の確保のためのライフサイエンスの推進 
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（4）成果に関する国民理解の促進 

（5）医療におけるＩＴの活用 

 

(2) イノベーション 25 との関係（該当部分） 

5 つの社会像    1. 生涯健康な社会 

2. 安全・安心な社会 

3. 多様な人生を送れる社会 

中長期的に取り組むべ

き課題       

1）生涯健康な社会形成 

①情報通信技術の進展に伴う社会制度の改正 

②治療重点の医療から予防・健康増進を重視する保健医療体系へ

の転換 

2）安全・安心な社会形成 

③高度みまもり技術導入のためのルール作り 

3）多様な人生を送れる社会形成 

①健康寿命の延伸に伴う制度の見直し 

・働き方の見直しや社会保障制度の改革 

早急に開始すべき社会

還元加速プロジェクト

との関係 

「多様な人生を送れる社会」を目指して 

高齢者・有病者・障害者への先進的な在宅医療・介護の実現 

研究開発ロードマップ

における該当箇所  

 

（分野） 

 

戦略重点科学技術 2010 年頃までの研究

目標（第 3 期科学技

術基本計画期間） 

2011 年以降の研究目

標（第 4期以降） 

ライフサイエンス分野

／臨床研究・臨床への

橋渡し研究 

治験を含む新規医療

開発型の臨床研究 

・我が国で生み出さ

れた基礎研究成果を

基にしたトランスレ

ーショナルリサーチ

（臨床への橋渡し研

究）による、がん、

糖尿病等の治療・診

断法の実用化 

・拠点となる医療機

関の臨床研究実施体

制を整え､人材育成

（臨床研究者､生物

統計学者等）を行う

ことにより､我が国

の臨床研究に必要な

体制整備を実現 

・効率的・効果的な新

規医療システムの基

盤確立と日本の臨床

研究環境の向上によ

る革新的医療技術の

成果の国民への迅速

な還元 

・国民のニーズに合っ

た新しい診断法・治療

法の臨床現場への提

供の実現 

情報通信分野／人の能

力を補い生活を支援す

るユビキタスネットワ

ーク利用技術 

先進ユビキタス・デ

バイス開発 

・健康・医療システ

ムなどの安全・安心

な社会に役立つサー

ビスを実現する上で

・健康・医療システム

などの安全・安心な社

会に役立つサービス

の更なる向上を図る
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不可欠なセンシング

基盤技術の創出 

ためのセンシング基

盤技術の創出 

情報通信分野／大量の

情報を瞬時に伝え誰も

が便利・快適に利用で

きる次世代ネットワー

ク技術 

融合技術課題 ･ネットワークによ

る医療への貢献（遠

隔医療/常時医療モ

ニタリング） 

・端末や各種機器が

ネットワークに接続

し、必要 

なときに必要な情報

が入手可能な環境を

実現 

･超低エネルギーで高

機能な情報処理、伝達

を実現(2025 年頃ま

で) 

 

(3) 新健康フロンティア戦略との関係（該当部分） 

部 第一部.国民自らがそれぞれの立場に応じて行う健康対策 

第二部.新健康フロンティア戦略を支援する家庭・地域・技術・産業

項目 第一部. 1 子どもを守り育てる健康対策（子どもの健康力） 

第二部．2 人間の活動領域の拡張に向けた取り組み（人間活動領域

拡張力） 

対策 第一部. 国民自らがそれぞれの立場に応じて行う健康対策 

1 子どもを守り育てる健康対策（子どもの健康力） 

（１） 産科医療、小児科医療の確保～安心・安全なお産、子育て支

援の実現～ 

①現在及び将来を見渡した産科医療の在り方の提示による国民の安

全・安心の確保 

②産科、小児科医師等の確保・育成 

・死因究明制度の制度化や産科医療補償制度による産科リスクへの

対応 

・子育て期の医師の就労環境の整備（病院内保育所運営事業・医師

再就業支援事業等） 

・助産師の育成の推進・院内助産など正常分娩における助産師の活

用 

③周産期医療提供体制の整備 

④地域の拠点病院の整備・活用 

・拠点病院（マグネットホスピタル）の活用 

⑤小児医療提供体制などの充実 

・小児初期救急センター整備事業の実施による救急体制の強化 

⑥地域における医療に係る相談・支援体制の構築、連携の促進 

・医療に関する知識の普及 

・出産前からの継続的な地域における支援体制の構築 

・小児救急電話相談事業（短縮ダイヤル♯8000）の拡充 

⑦産科医療・小児医療の充実のための支援 

 

第二部．新健康フロンティア戦略を支援する家庭・地域・技術・産
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業 

（４）人間の活動領域の拡張に向けた取り組み（人間活動領域拡張

力） 

・在宅医療を支援・推進する機器技術（小型軽量で利便性の高い医

療器具（在宅透析機器、在宅酸素等）の開発、情報通信技術を利

用した医療情報の提供技術等） 

・在宅医療を支援・推進する医薬品技術（緩和ケアに関する医薬品

（在宅持続注入等）の開発等） 

・在宅医療の安全性を確保する技術（電磁波等から機器を守るシー

ルド技術等）等 

・汎用技術や革新的技術の開発に対する適切な評価・普及の取組支

援 

・医療専門職や福祉専門職が、開発された技術の利用方法や選択方

法について適切な知識を有することができるようになるための取

組 

・技術の開発・普及により活動領域が拡張した障害者等について、

拡張した活動領域の特性を踏まえた社会活動参加が可能となるよ

うな施策の推進 

・在宅療養技術のみならず、在宅での機器の使用・訓練などの技術

使用の環境整備への取組 

 

(4)事業の内容（新規・一部新規・継続） 

 労働集約型サービスである医療サービスの分野は、人口の少子・高齢化において、医療ニ

ーズの多様化・高度化に適切に対応するため、より一層の省力化と効率化した医療提供体制

の構築と良質の医療サービスの提供が求められており、また、医学・医療技術や情報通信技

術の進歩等を活用して、時代の要請に応じた効率的な医療システムを構築し、豊かで安心で

きる国民生活の実現が求められている。 

 医療制度改革において課題となっている医療機関などの安全管理体制の整備、安全確保の

ための人材育成、医療に関する情報提供の推進の問題に加え、平成 20 年度は地域医療におけ

る安全・安心の確保や医療へのアクセスといった新たな問題に対して、より体系的に位置づ

けられた研究を推進していく。 

 

(5) 平成20年度における主たる変更点 

 研究事業の成果は今後の制度設計に資する基礎資料の収集・分析、良質な医療提供を推進

する具体的なマニュアルや基準の作成、体制の構築などを通じて、医療政策への反映が期待

される。 

また、平成 18 年度総合科学技術会議の指摘にあるように、研究の目指す方向をより明確に

するとともに、各研究班の活動内容や成果を精査しながら、より効果的、効率的な研究の実

施を目指すこととしている。このため、平成 19 年度の研究採択においては、研究班の数を絞

り、相互の研究班の活動を有機的に関連づけられるよう努力した。また、「若手育成型」の

研究課題を積極的に採択し、将来の人材育成に努めている。 

 

(6) 他府省及び厚生労働省内での関連事業との役割分担：特になし 
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(7) 予算額（単位：百万円） 

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20（概算要求） 

1,718 1,432 1,317 915 未定 

 

(8) 18 年度に終了した本研究事業で得られた成果 

 良質な医療を合理的・効率的に提供する観点から、既存医療システムなどの評価研究、医

療安全体制確保に関する研究、根拠に基づく医療に関する研究を実施した。医療事故院内感

染などの報道が増加していることに伴って、特に、医療に対する信頼確保に係る研究テーマ

が採択されている。研究の成果は、今後の制度設計に資する基礎資料の収集・分析（医療安

全、救急医療、ＥＢＭ、医師等臨床研修）、良質な医療提供を推進する具体的なマニュアル

や基準の作成（ＥＢＭ、医療安全、遠隔医療、看護技術）などを通じて着実に医療政策に反

映されている。 

 
2．評価結果  

(1) 研究事業の必要性 

・安全・安心な医療を提供するためには、医療提供システムへの先端技術の最適な活用が求

められており、このような研究の進展は社会的なインパクトが極めて大きく、研究を進め

る意義は大きい。 

・医療安全に関しては、国が中心となり、国民の暮らしの安全確保に向けた取り組みを行う

ことが必要と考えられる。 

・近年の科学技術の急速な進展に伴い高度医療が発展し、技術の進歩によって新たに開発さ

れた医療技術が実際の医療現場に導入される機会が急速に増えている。一方でこのような

医療技術を安全に利用するためには、新たに開発された医療技術の安全性と有効性を評価

するための具体的な基準が必要となるが、その基準の検討などに当たっては、国が一定の

役割を果たす必要がある。 

・また、最近、漢方、鍼灸、アロマテラピー、いわゆる健康食品、伝統的な治療法などの現

代西洋医学に含まれない医療領域（統合医療）への関心が高まっているが、一方でこのよ

うな医療の科学的評価等は未だ十分とはいえず、早急に国内外における統合医療の効果、

有効性、安全性、経済的評価等を実施していく必要がある。 

・なお、本研究事業と密接な関係を持つ医療提供体制の改革については、政府・与党医療対

策協議会において「医療制度改革大綱」（平成 17 年 12 月）として方針が示されるとともに、

第 164 回通常国会において関連法律（医療法・医師法等）の改正が行われた。上記の一連

の議論においては、本研究事業において研究課題である「医師の偏在是正等による地域医

療を担う人材の確保」、「医師の労働問題」、「異状死体の届出（医師法 21 条）」、「終末期医

療に関する問題」等も大きく取り上げられたところである。 

 

(2) 研究事業の効率性（費用対効果にも言及すること） 

・現在、医療事故の発生に伴う医療訴訟が、年間 1000 件ほどあるが、医療安全確保の研究や

医療システム構築に係る研究の進展等によって、医療の質が向上し医療事故が減少すれば、

極めて大きな効果を国民が享受することが期待される（また、米国のデータによると有効

性の高い電子システムの開発・導入によって重篤な薬剤事故の 50％以上が削減可能であり、

大幅な医療費の削減に繋がる可能性が示唆される）。 

・また患者の保険証認証をネットワークで行うことのできるシステムを研究・開発すること

により、従来まで当該認証業務に要したコスト（約 800 億円／年）を削減することが可能
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となる。 

・複数の医療機関を受診する際に、紙ベースによる診療情報共有のために発生する重複診療

のコスト（約 3000 億円／年、年間総医療費の 1％）を、電子署名基盤を利用した医療機関

関連連携システムの研究・開発により一定程度削減することが可能となる。 

・災害医療においては、災害時における救急医療体制の確立によって救命される患者が増加

することが期待され、国民の安全・安心が確保されるという社会的利益も大きい。 

・このような研究とその成果に対する経済的な試算は現時点では困難であるが、生命の危険

にさらされ、不安を抱えた患者にとって、適切な医療資源の投入による治療成績の向上や

医療に対する信頼の向上はかけがえのないものであり、国民全体にとって大きな効果をも

たらすものと考えられる。 

 

(3) 研究事業の有効性 

 医療事故等の予防に有効性が高く良質な医療を提供するために必要な技術、基準、マニュ

アル等の開発・作成（EBM、医療安全、医療情報技術、看護技術、統合医療等）を進め、最終

的に質の高い医療をあらゆる医療現場において提供できる体制の構築を図る。 

 

(4) 研究事業の計画性 

【20 年度の課題公募に向けた考え方】 

 医療制度改革において課題となっている医療機関などの安全管理体制の整備、安全確保の

ための人材育成、医療に関する情報提供の推進の問題に加え、平成 20 年度は地域医療におけ

る安全・安心の確保や医療へのアクセスといった新たな問題に対して、より体系的に位置づ

けられた研究を推進していく。また、他の研究とも有機的に結びついた研究も推進していく。

例えば、医政局研究開発振興課が提案している活動領域拡張医療機器開発研究で期待される

在宅医療用具の開発やＩＴ在宅医療機器システムを在宅医療の現場に応用するための研究な

どはこのように省内での有機的な連携を考慮した研究課題として想定できる。 

 

【個別内容に係る課題】 

（生命・健康のセーフティネット確保に関する研究） 

・救急医療体制の推進に関する研究 

・小児救急医療体制の整備推進に関する研究 

・救急医療用ヘリコプター等を用いた救急医療等に関する研究 

・救急救命士等の病院前救護等に関する研究 

 

（医療情報のセキュリティ確保及び利活用に関する研究） 

・患者・国民の視点を重視したＥＢＭの効果的な普及・促進と適用手法、医療技術の体系的

な評価に関する研究 

・診療ガイドラインの普及と、その健康アウトカム等に与える影響に関する研究 

・統合医療に関する研究 

・医療情報ネットワークの総合的なセキュリティ確保に関する研究 

・医療安全対策の推進基盤となる医療情報システムの開発と利活用に関する研究 

 

（地域医療の基盤確保と医療のアクセス確保に関する研究） 

・医療計画及びそれに基づく医療提供体制に関する研究 

・へき地医療に関する研究 
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・在宅医療を含む療養環境の開発・整備に関する研究 

・在宅における看取りの充実に関する研究 

・地域医療を支える医療機器の適正使用の確保に関する研究 

・医療技術の社会的役割と経済性の評価に関する研究 

・在宅における緩和ケアを充実させるための新たな機器の開発に関する研究 

・医療の質向上及び地域医療格差是正に資する遠隔医療等の適切な情報通信技術の活用及び

体制確保に関する研究 

 

（医療現場の安全確保のための研究） 

・医療の質と安全性の向上に関する研究 

・医療事故等事例の原因究明・分析に基づく再発防止対策の徹底に関する研究 

・患者・国民との情報共有と患者・国民の主体的参加の促進に関する研究 

・院内感染対策に関する研究 

・医療放射線管理に関する研究 

 

（地域医療で活躍が期待される人材の育成・確保に関する研究） 

・医師と医療関連職種等との連携や勤務形態の在り方に関する研究 

・医療・看護の質の向上に関する研究（アウトカム指標の開発・活用、教育カリキュラム評

価等） 

・医師等国家試験の改善の提言等に関する研究 

・医師等臨床研修制度の充実に資する研究 

・看護師等の資格制度等の国際的比較研究 

・地域医療に貢献する医師等の需給に関する研究 

 

(5) 分野別推進戦略の研究開発目標、成果目標の達成状況（18 年度からの継続課題について） 

 「医療の安全の推進、医療の質の向上と信頼の確保に関する研究開発」という研究開発課

題における「2010 年までに医療安全に関する管理体制の充実に資する、医療の質の評価体制

について案を示す」という研究開発目標については医療事故を防止するための対策の効果的

な実施及び評価に関する研究を行うなど目標の達成に向けた取り組みを行っている。また、

「2010 年までに、ヒューマンエラー等が発生しやすい部門や手技に対して、ヒューマンセン

タードデザインの視点で開発されたＩＴ機器の導入による影響を把握する」という研究開発

目標についても、新しいＩＴ技術を活用した医療技術の導入などに向けた研究を着実に実施

することとしている。 

 

(6) その他：特になし 

 

3．総合評価 

医療安全・医療技術評価総合事業の成果は、今後の制度設計に資する基礎資料の収集・分

析（医療安全、救急医療）、良質な医療提供を推進する具体的なマニュアルや基準の作成（Ｅ

ＢＭ、医療安全、医療情報技術、看護技術）などを通じて、着実に医療政策に反映されてい

る。良質な医療提供体制の整備について、既存の医療体制の評価研究や新たな課題（医療安

全等）の解決を図る研究などを推進する本研究の充実は不可欠である。 
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4．参考（概要図） 

 

 
 

 

 

(12)労働安全衛生総合研究 
 

分野名   健康安全確保総合研究分野 

事業名       労働安全衛生総合研究事業 

主管部局（課室）   労働基準局安全衛生部計画課 

運営体制      労働基準局安全衛生部計画課の単独運営 

 

関連する「第 3期科学技術基本計画」における理念と政策目標（大目標、中目標） 

理念   健康と安全を守る 

大目標  安全が誇りとなる国 

中目標  暮らしの安全確保 
 

1．事業の概要 

(1) 第 3 期科学技術基本計画・分野別推進戦略との関係 

重要な研究開発課題 1．医薬品・医療機器、組換え微生物、生活・労働環境のリスク評価
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等の研究開発 

2．こころの発達と意思伝達機構並びにそれらの障害の解明 

研究開発目標    1．2010 年までに、労働者及び労働災害の実態調査や労働安全衛生

に係る技術の検討により、新たな知見である、職場における労

働災害を防止・減少するために必要な技術を明らかにする。 

2．2010年までに、労働者の実態調査や地域保健との連携のありかた

の検討により、労働者の職場におけるメンタルヘルス不調の予

防・減少を図るための有効な手段を見いだす。 

成果目標      1．2015 年頃までに、事業場における安全衛生水準を向上し、安全

と健康が確保された労働環境を形成する。 

2．2020年頃までに、職場のメンタルヘルス不調の予防・減少を図る

ことにより、事業場における安全衛生水準を向上させる。 

 

(2) イノベーション 25 との関係（該当部分）：なし 

 

(3) 新健康フロンティア戦略との関係（該当部分） 

部 第 1部 国民自らがそれぞれの立場に応じて行う健康対策 

第 2部 新健康フロンティア戦略を支援する家庭・地域・技術・産業

項目 2．女性を応援する健康プログラム（第 1部） 

5．こころの健康づくり（第 1部） 

1．健康を家庭・地域全体で支援（第 2部） 

対策 第 1部 

2.(1)女性の健康的な『自分』づくりの支援 

  ②職場内における働く女性の健康への適切な対応の推進 

5.(1)うつの早期発見・早期治療の推進 

②職域での理解の促進、相談体制の整備 

(2)うつの治療、社会復帰の推進 

②職域での理解の促進、相談体制の整備 

第 2部 

1.⑥地域・職域におけるうつへの理解促進と社会復帰の推進 

・職域での理解の促進、相談体制の整備 

 

(4) 事業の内容（新規・一部新規・継続） 

労働安全衛生総合研究事業は、職場における労働者の安全と健康の確保、快適な職場環境

の形成等を図ることを目的として調査研究を実施している。 

平成 20 年度は、国が定める新たな労働災害防止計画の 1年目に当たるが、深刻さを増す過

重労働による健康障害や、最悪の場合自殺に至るメンタルヘルス不調の予防が喫緊の課題と

なっているとともに、重要課題として、アスベスト問題の教訓を踏まえた予防原則に基づく

化学物質規制、非正規雇用の増加などの労働環境の変化に対応した労働衛生対策、依然とし

て後を絶たない重篤な職業性疾病の予防に取り組むため、調査研究により最新の知見を得て、

同計画における施策に反映していく必要があることから、新たに以下の研究を実施する。 

○小規模事業場における過重労働対策の定着及び面接指導に係る医師用チェックリストの改

良に関する研究 

○職場における「うつ」の実態に関する調査研究及びメンタルヘルス対策のグッド・プラク
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ティスの分析・評価 

○予防原則に基づく包括的な化学物質規制体制の構築に関する研究 

○労働環境等の変化や多様なニーズを踏まえた産業保健サービスのあり方に関する総合研究

○粉じん作業における個人サンプラーの活用等による測定方法及び評価方法、熱中症予防対

策の促進及び労働環境における電磁界によるばく露に関する研究 

 

(5) 平成20年度における主たる変更点 

該当なし（総合科学技術会議の評価対象となっていない） 

 

(6) 他府省及び厚生労働省内での関連事業との役割分担 

労働災害防止や職業性疾病予防に関する関連事業はない。 

 

(7) 予算額（単位：百万円） 

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20（概算要求） 

308 283 254 203 未定 

 

(8) 18 年度に終了した本研究事業で得られた成果 

平成 18 年度終了課題においては、天然鉱物中の石綿含有率の測定方法の開発、精神科医や

産業医のためのメンタルヘルスマニュアルの作成、疾病予防に関するリスクアセスメントツ

ール及び教育プログラムの開発などを行い、これらは行政の重点施策であるアスベスト対策、

メンタルヘルス対策、リスクアセスメントの普及の推進を図るための具体的なツールを提供

したという点で重要な効果を上げた。 

 
2．評価結果 

(1) 研究事業の必要性 

 新たな技術の開発、新たな物質の出現、労働災害防止技術の進歩、労働環境の変化など、

労働者の安全と健康を取り巻く状況は刻々と変化しており、労働者の命と健康を守るために

はその変化に対応し、常に最新の科学的知見に基づいて必要な規制や予防のための取組を続

けていかなければならない。 

 最新の科学的知見を得るためには、本研究事業において国の重要政策に関わる調査研究を

継続的に行うことが必要不可欠であり、これによって得られた知見が政策に反映されること

により、労働者の安全と健康の確保を図ることが可能となることから、本研究事業の必要性

は極めて高い。 

 

(2) 研究事業の効率性（費用対効果にも言及すること） 

 本研究事業については、事前評価、中間評価及び事後評価を実施し、計画性があり政策目

的に合致した課題の選定、評価を行っており、事業の効率性を確保している。 

 また、労働安全衛生においては依然として非常に多くの政策課題があるものの、限られた

予算の中で最大限の効果を得る必要があることから、特に優先的に対応すべき重点課題を定

め予算要求を行うとともに、課題の採択、研究費の配分においても、必要最小限のコストで

重点課題に直結した成果を出せる研究となるよう精査しており、効率性は高い。 

 

(3) 研究事業の有効性 
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 本研究事業において実施されている調査研究は国の施策と密接に関わっており、その成果

は有効に活用されている。18 年度の成果の例でいえば、石綿の規制値が 0.1%の含有率に変更

されたことに伴い測定方法の開発を行ったことや、国の基準に関わる高気圧作業の標準減圧

表の改正案を提案したことなど、国の規制等と密接に関わった成果を上げており、有効性は

高い。 

 

(4) 研究事業の計画性 

 本研究事業は、国が 5 年ごとに策定する労働災害防止計画に位置づけられており、同計画

に基づいて国が重点として取り組む対策と対応して、研究課題等を設定しており、その成果

は同計画の目標である労働災害や職業性疾病の減少等に資するものであることから、計画性

は高い。 

 

(5) 分野別推進戦略の研究開発目標、成果目標の達成状況（18 年度からの継続課題について） 

労働災害を防止・減少するために必要な技術については、5本の柱を立てて取組を進めてお

り、各柱の分野ごとに具体的な成果を上げ、着実に目標の達成に向けて進展が見られるもの

の、過重労働対策、化学物質対策、粉じん対策、熱中症対策など、なお一層の開発・研究が

必要な課題が残されている。 

メンタルヘルス不調を予防・減少するために有効な手段については、職場のストレスの評

価手法の開発やマニュアルの作成など、着実に目標の達成に向けて進展が見られるものの、

メンタルヘルス不調になる労働者の減少という効果に結びつく具体的な対策の開発について

は、なお課題が残されている。 

 

(6) その他：特になし 

 

3．総合評価 

労働安全衛生行政は、常に最新の科学的知見に基づき、必要かつ有効な規制を設けること

で全国 6 千万人を超える労働者の安全と健康を確保しており、本研究事業は行政が必要とす

る科学的知見の提供、具体的手法の開発等を担うなど、労働安全衛生行政の推進に必要な成

果を上げており、引き続き一層の推進が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
4．参考（概要図） 

 

 


